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平成２６年度庄原市当初予算の概要 

 

１．国の動向と地方を取り巻く環境 

 
 

 

日本経済は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略

の「三本の矢」の効果もあって、実質ＧＤＰが４四半期連続でプラス成長となるな

ど、着実に上向いている。 

内閣府が発表した１月の月例経済報告では、景気認識を示す基調判断を「景気は

緩やかに回復している。」としている。ただし、先行きについては、「輸出が持ち直

しに向かい、各種政策の効果が下支えするなかで、家計所得や投資が増加し、景気

の回復基調が続くことが期待される。」とした一方で、「海外景気の下振れが、引き

続き我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、消費税率引上げに伴う

駆け込み需要及びその反動が見込まれる。」としている。 

 

 

 

 政府は、デフレ脱却と経済再生に向けた道筋を確かなものとするため、「競争力の

強化」や「復興、防災・安全対策の加速」、消費税率の引上げに対応する「低所得者

等への影響緩和、駆け込み需要と反動減の緩和」などを柱とした総額５兆４,６５４

億円の補正予算を決定した。（平成 26 年 2 月 6 日成立） 

 

 

 

 総務省は、平成 26 年度の地方全体の歳入歳出総額（通常収支分）を平成 25 年

度比１.８％増の８３兆３,７００億円と見込み、地方が地域経済の活性化に取り組み

つつ、安定的に財政運営できるよう、地方交付税等の一般財源総額について、「社会

保障の充実分を含め、平成 25 年度の水準を相当程度上回る額を確保する」として

いる。なお、一般財源の増額は、主に地方税によって確保することとされており、

地方交付税は、前年度比１.０％減の総額１6 兆 8,855 億円となっている。 

(１) 経済・社会の現状 

(２) 国の平成２５年度補正予算 

(３) 平成 26 年度地方財政対策の概要 
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２．本市の予算規模 
  

 一般会計の予算規模は、３０５億６,１８６万円、前年度比８億３,１０８万円、２.８％の増で、

新庄原市として７番目の予算規模（Ａ）、合併後初年度の地域振興基金積立て３５億円の特殊要

因を除くと６番目の予算規模（Ｃ）となった。 

                                    （単位：億円） 

年度 
当初予算 

(Ａ) 

うち地域振興 

基金積立(Ｂ) 

（Ｃ） 

(Ａ)－(Ｂ) 

うち災害 

復旧費(Ｄ) 

うち過年 

災害分(Ｄ’) 

差引額 

（E）=（C）-（D） 

１７ ３２６.３ ３５.０ ２９１.３ ２.１ １.０ ２８９.２ 

１８ ３０２.４ － ３０２.４ １.４ ０.６ ３０１.０ 

１９ ２８５.３ － ２８５.３ ４.８ ４.１ ２８０.５ 

２０ ３１４.６ － ３１４.６ ０.７ － ３１３.９ 

２１ ３０９.５ － ３０９.５ ０.７ － ３０８.８ 

２２ ３１７.２ － ３１７.２ ０.７ － ３１６.５ 

２３ ３２５.１ － ３２５.１ １１.９ １０.６ ３１３.２ 

２４ ３１５.８ － ３１５.８ １.３ － ３１４.５ 

２５ ２９７.３ － ２９７.３ １.４ ０.１ ２９５.８ 

２６ ３０５.６ － ３０５.６ １.３ － ３０４.３ 

  

 

 特別会計は、１４会計の総額で１３４億４,８２８万円、前年度比２億１,９６６万円、１.７％

の増となった。 

 水道事業会計と病院事業会計の公営企業会計は、３１億９,０３２万円、前年度比５億４,９３

０万円、２０.８％の増となった。 

 この結果、一般会計、特別会計及び公営企業会計に比和財産区特別会計の２４０万円を合わせ

た市全体の予算規模は、４７２億２８７万円で、前年度比１５億９,９５５万円、３.５％の増額

となった。 

（単位：億円） 

会  計 ２６年度① ２５年度② 比較①－② 伸率（％） 

一 般 会 計 ３０５.６ ２９７.３ ８.３ ２.８ 

特 別 会 計 １３４.５ １３２.３ ２.２ １.７ 

水道事業会計 １８.１ １３.４ ４.７ ３５.６ 

病院事業会計 １３.８ １３.０ ０.８ ５.６ 

比 和 財 産 区 ０.０２ ０.０３ ▲００.１ ▲１７.０ 

合計 ４７２.０ ４５６.０ １６.０ ３.５ 
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当初予算規模の推移
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３．予算編成の基本方針 

 

平成 26 年度は、「庄原市長期総合計画」に掲げる本市の将来像「“げんき”と“や

すらぎ”のさとやま文化都市」実現に向け、市民生活に直結する事業へ配慮しつつ、

「庄原いちばん基本計画」に掲載した施策や事業を優先的に計上することとし、財

源確保に努め、財政調整基金を取り崩すことなく、収支バランスの維持を基本とす

る予算編成とした。 

 

歳入では、自主財源の柱となる市税について、給与所得者数の減少や法人税率の

引き下げの影響等により、平成 25 年度当初予算を下回ると推計した一方で、消費

税率の引き上げや、平成 25 年度の交付実績を勘案し、地方消費税交付金及び地方

交付税の増額を見込んだ。また、「いちばんづくり事業」におけるソフト事業を確実

に推進するため、財政上有利な地方債である「過疎対策事業債」の活用により新た

な基金を造成し、財源確保に努めることとした。 

 

歳出では、合併後最大の事業規模となる「超高速情報通信網整備事業」を含む「い

ちばんづくり事業」を優先して計上した。また、少子高齢化への対応による社会保

障費等の増加に対し、公債費及び職員人件費が減額となったほか、経常経費の抑制

を図り、長期総合計画・後期実施計画と公債費負担適正化計画に基づいた予算計上

とした。 

 

なお、４月からの消費税率の引き上げに対応した、国の施策の一つである「臨時

福祉給付金事業」、「子育て世帯臨時特例給付金事業」を計上し、所得の低い方々を

対象とした機動的な給付金支給に努めることとした。 
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４．一般会計予算の概要 
 

（１） 歳入 
 
◎市税 ３７億５,１８０万円【対前年度比２,９８９万円、０.８％減】 

自主財源の柱となる市税収入は、個人市民税では、市内の給与所得者数の減少による影響

と、法人市民税では、法人税の税率の引下げ等の影響による減少が見込まれ、個人、法人を

合わせた市民税全体では、前年度比３.６％減の１５億３３５万円となっている。 

固定資産税では、景気が回復傾向にあることから設備投資が増え、償却資産分の増加が見

込まれ、固定資産税全体では前年度に比べ１,１２０万円０.６％増の１８億８,３４４万円を

見込んでいる。 

市たばこ税については、喫煙者・販売数量が減少傾向にあるものの、県たばこ税からの税

源移譲により、１,３９７万円増の２億３,２５８万円を見込んでいる。 

 

◎地方譲与税 ４億２,５５０万円【対前年度比８５５万円、２.０％減】 

地方譲与税は、４億２,５５０万円を見込んでいる。その内訳は、自動車重量譲与税２億９,７

９２万円（前年度比▲５２８万円、１.７％減）、地方揮発油譲与税１億２,７５８万円（前年度比

▲３２７万円、２.５％減）である。 

  

◎地方消費税交付金 ４億６,０１０万円【対前年度比９,４８９万円、２６.０％増】 

 地方消費税交付金については、消費税の税率引上げに伴って、地方消費税率が 1％から 1.7％

に引上げられるため、４億６,０１０万円を見込んでいる。なお、消費税率の引上げによる増収

分については、「社会保障施策に要する経費」に充てることとする。 

 

◎利子割交付金等 ５,０９７万円【対前年度比９４０万円、２２.６％増】 

主なものとして、利子割交付金については、１,０４９万円（前年度比５.５％増）、配当割交付

金は、１,３３２万円前年度比（１１２.５％増）、株式等譲渡所得割交付金は、の４１８万円（前

年度比１６１.３％増）をそれぞれ見込んでいる。 

 

◎自動車取得税交付金 ７,５２８万円【対前年度比５,２６７万円、４１.２％減】 

 自動車取得税交付金は、自家用自動車の取得税率が５％から３％に引き下げられることなどに

より、平成２６年度は７,５２８万円を見込んでいる。 

 

◎地方特例交付金 ７７０万円【対前年度比７９万円、１１.４％増】 

 地方特例交付金については、前年度比１１.４％増の７７０万円を計上している。 

 

◎地方交付税 １５５億９,００１万円【対前年度比９,４３３万円、０.６％増】 

昨年12月に公表された総務省の平成26年度地方財政対策の概要では、地方交付税（通常

収支分）は前年度比１.０％減の総額１6兆８,８５５億円となっている。臨時財政対策債を含

めた実質的な地方交付税の総額は前年度に比べ▲７,９４９億円、３.４％減の２２兆４,８０
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７億円となっており、これらのことと平成25年度の普通交付税決定額を踏まえ、平成２６

年度の本市の地方交付税では、前年度比９,４３３万円、０.６％増の１５５億９,００１万円

（普通交付税１４１億１,４００万円、特別交付税１４億７,６０１万円）を見込んでいるが、

平成の大合併に関連した「市町村の姿の変化に対応した交付税の算定」などその内容は不透

明な状況である。 

 なお、臨時財政対策債を含めた実質的な地方交付税の総額は、前年度比▲２６７万円、０.

０２％減の１６６億２,００１万円を見込んでいる。 

 

<参考> 実質的な地方交付税の推移 
（H17～H24は決算額、H25は当初予算額及び見込額、H26は当初予算額） 

年  度 普通交付税 特別交付税 
臨時財政 
対 策 債 

合  計 
(実質的な地方交付税) 

平成17年度 121億0,073万円 17億3,005万円 9億8,910万円 148億1,988万円 

平成18年度 121億8,101万円 16億6,014万円 8億7,810万円 147億1,925万円 

平成19年度 128億1,215万円 15億3,214万円 7億9,671万円 151億4,100万円 

平成20年度 131億4,124万円 15億3,285万円 7億4,625万円 154億2,034万円 

平成21年度 134億3,792万円 16億1,231万円 11億5,817万円 162億0,840万円 

平成22年度 143億1,169万円 18億9,703万円 15億1,082万円 177億1,954万円 

平成23年度 142億8,141万円 18億5,178万円 11億1,525万円 172億4,844万円 

平成24年度 144億0,739万円 18億1,081万円 11億2,702万円 173億4,522万円 

平成25年度 
【当初予算】 

143億7,499万円 
【140億1,600万円】

(未定) 15億7,761万円 
【14億7,968万円】

11億4,412万円 
【11億2,700万円】

(未定)  170億9,672万円 
【166億2,268万円】

平成26年度 141億1,400万円 14億7,601万円 10億3,000万円 166億2,001万円 
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◎分担金及び負担金 ２億８,８３４万円【対前年度比６,４７４万円、１８.３％減】 

分担金及び負担金は、前年度比１８.３％減の２億８,８３４万円を見込んでいる。主な内訳は、

保育所運営費保護者負担金等の児童福祉費負担金が２億１４２万円（▲６,９６４万円、２５.７％

減）、老人保護措置費負担金が６,５０１万円（２７０万円、４.３％増）となっている。 

主な減額要因は、第３子以降の保育料無料化（影響額▲３,７９９万円）及び入所見込み児童

数の減である。 

 

◎使用料及び手数料 ３億４,６５１万円【対前年度比７９万円、０.２％減】 

使用料及び手数料は、前年度比０.２％減の３億４,６５１万円を見込んでいる。主な内訳は、 

公営住宅等の住宅使用料が１億６,３９３万円、一般廃棄物処理手数料が８,４５６万円、戸籍証

明等の総務手数料が３,１７８万円、斎場使用料が１,６８４万円、次いでし尿処理施設投入料が

１,０６１万円となっている。 

 

◎国庫支出金 ２２億７,６７９万円【対前年度比１億９,７０６万円、９.５％増】 

国庫支出金は、前年度比９.５％増の２２億７,６７９万円を見込んでいる。国庫負担金が１２

億５,８３８万円で、主な内訳は、自立支援給付事業費負担金が３億９,３８０万円、児童手当負

担金が３億４,９６８万円、次いで生活保護費負担金が３億４,６２６万円となっている。国庫補

助金は９億６,３６１万円で、道路新設改良、庄原駅周辺の土地区画整理事業等に対応する社会

資本整備総合交付金が３億５,４６４万円、庄原小学校改築事業や東城小学校改築事業等に対応

する学校施設環境改善交付金が２億３,７９５万円、消費税の税率引き上げに対応するための臨

時福祉給付金等が１億８,４９１万円、道整備交付金が１億３,９９５万円となっている。 

 なお、主な増額要因は、庄原小学校の改築事業が本格化したことや消費税の税率引き上げに対

応するための臨時福祉給付金等の計上である。 

 

◎県支出金 ２１億１,８７７万円【対前年度比２,６４９万円、１.２％減】 

県支出金は、前年度比１.２％減の２１億１,８７７万円を見込んでいる。県負担金が５億９,７

３３万円で、主な内訳は、自立支援給付事業費負担金が１億９,６９０万円、後期高齢者医療保

険基盤安定負担金が１億４,６９１万円、次いで児童手当負担金が７,６０１万円となっている。

県補助金は１４億３,１０２万円で、主な内訳は、中山間地域等直接支払交付金が４億６,７８３

万円、ひろしまの森づくり事業補助金が１億３,２８９万円、次いで、重度心身障害者医療費公

費負担事業費補助金が１億９万円となっている。県委託金は９,０４２万円で、主な内訳は、個

人県民税徴収取扱委託金５,３８６万円となっている。 

なお、主な減額要因は、参議院議員選挙費や広島県知事選挙費の皆減などである。 

 

◎財産収入 ４,４５３万円【対前年度比３９４万円、８.１％減】 

財産収入は、前年度比８.１％減の４,４５３万円を見込んでいる。主な内訳としては、土地建

物等の財産貸付収入が２,２０７万円、基金運用等に係る利子及び配当金が８０４万円となって

いる。 
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◎寄付金 ７００万円【対前年度比７０万円、９.１％減】 

寄附金においては、庄原市ふるさと応援寄附金７００万円を見込んでいる。 

 

◎繰入金 ５億４,０２１万円【対前年度比４億５,９５３万円、５６９.６％増】 

繰入金については、前年度比５６９.６％増の総額５億４,０２１万円を計上している。主な内

訳としては、「庄原いちばんづくり」に基づくソフト事業の着実な推進に向け、過疎対策事業債

（ソフト分）の活用により新たに造成する過疎地域自立促進基金から３億１,１６７万円の繰入

れ、超高速情報通信網整備事業へ充当するため、地域振興基金１億５,８８０万円の繰入れ、ま

た、学校施設整備基金については、庄原小学校改築事業へ１,６５０万円、東城小学校改築事業

へ７２０万円をそれぞれ充当するための繰入金を計上している。 

 

◎市債 ３９億４,３７０万円【対前年度比１億８,９７０万円、５.１％増】 

 市債については、長期総合計画実施計画に計上した各種整備事業を実施するための財源などと

して、総額３９億４,３７０万円（前年度比５.１％増）を計上しており、市債依存度は１２.９％

となる。主な内訳は、道路新設改良、超高速情報通信網整備、消防組合負担金等に係る辺地・過

疎対策事業債が１６億６,７３０万円、学校整備や市道・農道整備、区画整理等に係る合併特例

事業債が９億５,４６０万円、臨時財政対策債が１０億３,０００万円となっている。 

なお、公債費負担適正化計画（平成２５年度見直し策定分）での発行枠４４億５,４１１万円

に対して、平成２６年度発行予定額は３９億４,３７０万円であり、計画内での発行としている。 

 

 

<参 考> 財政調整基金等取崩しの推移 （平成 25 年度及び平成 26 年度の決算は見込額） 

                                                                       【単位：億円】 

財政調整 
基金 

減債基金 地域振興基金 
過疎地域 

自立促進基金 
そ の 他 

特定目的基金 
合  計 

 

当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 当初 決算 

17年度 4.9 3.2 0 0 0 0 0 0 2.2 1.7 7.1 4.9 

18年度 6.6 6.6 0 0 5.0 0 0 0 1.9 3.2 13.5 9.8 

19年度 2.7 0 0 0 0 0 0 0 3.4 6.7 6.1 6.7 

20年度 3.5 2.8 0.1 2.0 2.0 2.0 0 0 4.5 2.8 10.9 9.6 

21年度 2.0 2.0 0 0.9 1.8 0.6 0 0 1.2 1.5 5.0 5.0 

22年度 0 0.3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.3 

23年度 1.0 0 0 0 0.1 0.1 0 0 0.5 0.5 1.6 0.6 

24年度 0.7 0 0 0 0 0 0 0 0.3 0.3 1.0 0.3 

25年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0.4 0.2 0.4 0.2 

26年度 0 0 0 0 1.6 1.6 3.1 3.1 0.3 0.3 5.0 5.0 
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 【単位：億円】 
 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 

財 政 調 整 基 金 10.2 6.5 12.1 11.5 12.4 15.0 16.9 20.6 26.0 27.5 

減 債 基 金 0.9 0.9 2.7 0.9 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 0.02 

地 域 振 興 基 金 35.0 39.9 39.8 38.4 37.9 38.0 37.9 37.9 39.5 37.9 

過疎地域自立促進基金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1.0 

そ の 他 特 目 基 金 14.4 11.2 4.7 2.0 1.3 1.3 0.8 0.7 0.5 0.2 

土 地 開 発 基 金 0.5 0.5 0.7 0.7 0.7 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 

合 計 61.0 59.0 60.0 53.5 52.3 55.1 56.4 60.0 66.8 67.4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市債残高の推移（一般会計）
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（２） 歳出 

 
①庄原いちばん基本計画 
 

 

 

 

 

 ◎ブランド名「比婆牛」の復活 2,073 万円＜新規＞ 

 広島県の認証制度に併せて本市独自の基準を設定し、地域団体商標制度による「比婆牛」の商

標登録を行う。 

  ○地域団体商標出願 80 万円 

  ○比婆牛肉販売促進、比婆牛ＰＲ等  297 万円 

  ○比婆牛肉販売店販売シール、飼養農家表示プレートの設置 236 万円 

  ○あづま蔓(ｱﾂﾞﾏﾂﾞﾙ)造成支援等 1,460 万円 

 

 ◎こだわり米産地育成事業 600 万円〈継続〉 

 安全・安心な米の生産を基本とし、低農薬・低化学肥料など、こだわりを持った米づくりに

取り組む地域を指定して、産地形成に必要な費用を助成する。 

 ○こだわり米産地育成モデル事業補助金 

  ・継続 １地区 200 万円 

  ・新規 ２地区 400 万円 

 

 ◎シティプロモーション事業  281 万円＜新規＞ 

 シティプロモーションとして、庄原市 PR ロゴマークを作成活用し、様々なメディア媒体で

使用することにより庄原市を広くＰＲする。 

  ○庄原市ＰＲロゴマークの活用促進事業 58 万円 

   ・庄原いちばんづくりパネル作成、ヒバゴン着ぐるみ作成 

  ○メディア活用事業 165 万円 

   ・市公式フェイスブック開設 

   ・庄原いちばん写真コンテスト開催 

   ・市ホームページ充実 

  ○ＡＬＬ庄原で庄原市ＰＲ 58 万円 

   ・絵はがきの作製・配布 

  

 

 

 ◎庄原市の逸品（農林水産加工品） づくりの推進 1,124 万円＜新規＞ 

 「高野の逸品 100 プロジェクト事業」をモデルとし、農林水産加工品づくりを市内全域に

「地域産業」のいちばん 

●ブランド化の推進 

●６次産業の育成 
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拡大するため、行政及び商工会議所・商工会、特産品販売拠点施設などで庄原市特産品振興協

議会（仮称）を設立し、専門家を活用し、そのノウハウを学びながら人材育成を図り、効果的、

効率的に事業を進める。 

 ○庄原市特産品振興協会（仮称）負担金 1,124 万円 

  ・特産品、直売所コーディネート業務など 

  ・ネット通販登録業務など 

 

 

 

 ◎新規就農者総合支援事業  1,347 万円〈継続〉 

 就農に関し、啓発、準備、初期、定着の段階に応じて総合的に支援する。 

  ○研修奨励金（準備型） 84 万円 

  ○就農開始奨励金  84 万円 

  ○機械・施設整備助成 1,179 万円 

 

◎がんばる農業支援事業  800 万円〈継続〉 

 意欲ある農業経営者に重点的な支援を行って、認定農業者へと誘導し、地域農業の中心的な

担い手を育成する。 

  ○認定農業者型（機械整備助成） 800 万円 

 

◎農業法人育成事業 1,333 万円〈継続〉 

集落での法人組織化や組織活動を支援し、効率的・安定的な農業経営体を育成する。 

  ○経営高度化支援事業（機械整備助成） 1,333 万円 

 

 

 

◎地域材の利用促進事業  400 万円〈継続〉 

 地域材を利用した住宅の新築・改築に対して助成金を交付するとともに、公共施設の建築に

おける地域材の活用を積極的に進める。 

 ○地域木材住宅建築普及事業 400 万円 

 

 

 

◎森づくり事業の計画的な実施  1 億 6,182 万円〈継続〉 

 道路沿いの放置された里山林を中心に、不要木等の伐採・処理を行う。 

 ○庄原市森づくり事業  1 億 6,182 万円 

 

◎森林整備加速化・林業再生事業の計画的な実施  3,341 万円〈継続〉 

 境界の明確化、路網整備、間伐を一体的に実施し、森林整備を促進する。 

  ○森林整備加速化・林業再生事業  3,341 万円 

 

●農業の担い手育成 

●地域木材の利用促進 

●林業振興とさとやま環境の保全 
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◎再造林支援事業  70 万円〈継続〉 

 広島県が施行する伐採跡地の再造林を対象とした助成事業について、本市独自の上乗せ助成

を行い、再造林を促進する。 

  ○再造林支援事業  70 万円 

 

◎木の駅プロジェクトの事業化（モデル事業）  180 万円＜新規＞ 

 個人林家が搬出した木材を地域通貨で買取る事業について、東城地域においてモデル事業と

して試行する。 

 ○木の駅プロジェクトの事業化（モデル事業） 180 万円 

 

◎Ｊクレジットへの取り組み（モデル事業）  5 万円＜新規＞ 

 間伐等の森林整備によって生じる二酸化炭素の吸収量を取引する事業について、調査・研究

を進める。 

  ○クレジット調査研修 5 万円 

 

 

 

◎超高速情報通信網の整備  3 億 2,000 万円＜新規＞ 

 経済活動の促進や、市民の利便性の向上を図るため、民間による超高速通信網整備を支援す

る。また、市内の行政情報や緊急告知手段として、超高速情報通信網環境を利用した市内全域

への告知システムを整備する。 

  ○超高速情報通信網の整備  3 億 2,000 万円 

 

 

 

 ◎農業自立振興事業 700 万円〈継続〉 

 ○家畜飼育施設増改築等補助事業 433 万円 

 ○和牛飼育農業法人施設整備補助事業 267 万円 

 

●地元事業所の経営支援 
 

●「地域産業」のいちばんに関する普通建設事業 
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 ◎乳幼児等医療費助成の拡大  7,911 万円＜拡充＞ 

 乳幼児及び児童生徒（０歳児から中学校３年生）を対象に医療費自己負担(入院・通院)の一

部を助成し、保護者の経済的負担の軽減を図る。（中学生を対象として拡充Ｈ26.8～） 

  ○乳幼児等医療費公費負担事業  7,911 万円 

 

 ◎おたふくカゼ等ワクチン接種助成  490 万円＜新規＞ 

 １歳から就学前の児童を対象として流行性耳下腺炎(おたふくかぜ・6,000 円)及び水痘(水

ぼうそう・8,000 円)のワクチン接種費用を全額助成し、当該疾病の予防を推進する。 

  ○感染症予防事業（おたふくかぜ、水ぼうそう）  490 万円 

 

◎保育料の軽減  3,858 万円＜新規＞ 

 市内の市・私立保育所に入所する第３子以降の児童（同時入所児童にかかわらず）の保育料

を無料化し、保護者の経済的負担の軽減を図る。 

 ○市立保育所第 3 子以降無料化影響額  3,374 万円 

 ○私立保育所第 3 子以降無料化影響額   484 万円 

 

◎私立幼稚園就園奨励費補助金  624 万円＜拡充＞ 

 市立保育所の保育料の見直しに合わせ、第３子以降の幼児が私立幼稚園を利用し、当該幼稚

園が保育料等の免除を行った場合は、市が独自に助成する。 

  ○私立幼稚園就園奨励費補助金  624 万円 

 

◎ファミリーサポート事業利用者負担の軽減  21 万円＜新規＞ 

 育児援助を受けたい保護者の利用負担額を引き下げることにより、子育て家庭の経済的負担

の軽減を図る。 

  ○ファミリーサポート育児サービス利用者負担軽減影響額 21 万円 

 

◎出産祝金事業  5,850 万円〈継続〉 

 出産に際して祝金を交付し、子どもの健やかな成長を願いつつ、子育て家庭の経済的負担の

軽減を図る。 

  ○出産祝い金  5,850 万円 

 

◎入学祝金事業  1,534 万円＜新規＞ 

 小学校及び中学校(特別支援学校の小学部及び中学部を含む)への入学に際して祝金を交付

し、本市の児童・生徒の健やかな成長を願いつつ、入学に要する一時的な保護者負担の軽減を

図る。 

  ○小中学校入学祝金  1,534 万円 

「暮らしの安心」のいちばん 

●子育て支援の充実 
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◎小児科救急医療支援事業  192 万円〈継続〉 

 公的医療機関（庄原赤十字病院）での小児科救急医療に関し、365 日・24 時間対応を図

るため、当該医療機関の運営支援を行う。 

  ○小児科救急医療支援事業  192 万円 

 

◎婦人科外来医療体制確保支援事業  758 万円〈継続〉 

 公的医療機関（庄原赤十字病院）での婦人科外来体制を維持・確保するため、当該医療機関

の運営支援を行う。 

  ○婦人科外来医療体制確保支援事業 758 万円 

 

◎公的病院医療体制整備支援事業  1 億 1,494 万円＜新規＞ 

 公的医療機関（庄原赤十字病院）における救急医療体制を確保するとともに、産科医療の早

期再開を目指し、当該医療機関に経済的支援を行う。 

  ○公的病院医療体制整備支援事業  1 億 1,494 万円 

   ・救急医療体制整備事業 9,794 万円 

   ・産科再開機器整備事業 1,700 万円 

 

 

 

◎小規模多機能型居宅介護支援事業所の整備支援  7,080 万円〈継続〉 

 高齢者施設への入所待機者の解消に向け、在宅介護を推進するため、関係施設の整備支援を

行う。 

  ○介護基盤緊急整備等基金補助事業  7,080 万円 

 

 

 

◎おたがいさまネット事業の全地域拡大  375 万円〈継続〉 

 地域(自治振興区・自治会)による「ひとり暮らし高齢者等の見守り活動」を誘導・支援し、

安心を感じることのできる地域づくりを行う。 

  ○安心生活創造事業業務委託  375 万円 

 

◎民間事業所高齢者見守り事業  102 万円＜新規＞ 

 高齢者が住み慣れた地域で安心かつ安全に住み続けられる環境づくりを推進するため、通常

業務として世帯を訪問する民間事業所と市が連携し、高齢者の異変等に適切な対応が行える仕

組みを構築する。 

  ○民間事業所高齢者見守り事業 102 万円 

   ・啓発チラシ等の作成 

 

◎敬老(100 歳以上)祝金支給事業  124 万円＜継続・拡充＞ 

 毎年、９月 15 日を基準日として市内の 100 歳以上の高齢者に祝金を支給し、さらに 100

歳到達者に加算祝金を支給することにより、高齢者の生活意欲の向上等を図る。 

●医療体制の整備 

●高齢者施設への入所待機者の解消 

●安心と生きがいを感じることのできる環境づくり 
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  ○敬老祝金支給事業  124 万円 

 

 

 

◎長寿命化計画の策定  3,533 万円〈継続〉 ※参考：特別会計分 

 橋梁、下水道施設、水道施設、公園、住宅、し尿処理施設等を対象とした長寿命化計画を策

定し、橋梁やトンネルなど、安全・安心に直結した施設の優先的な対応を図る。 

  ○公共下水道事業長寿命化計画策定  1,700 万円 

  ○農業集落排水事業長寿命化計画策定  1,833 万円 

 

 

 

◎児童福祉施設整備事業  609 万円＜新規＞ 

  ○高保育所耐震改修事業（実施設計）  349 万円 

  ○西城保育所改築事業（用地測量など）  260 万円 

 

◎児童健全育成施設整備事業  857 万円＜新規＞ 

  ○小奴可放課後児童クラブ施設整備事業（教室移転）  857 万円 

 

◎小学校整備事業  10 億 2,287 万円〈継続〉 

  ○庄原小学校改築事業  8 億 6,372 万円 

  ○美古登小学校耐震化事業  8,426 万円 

  ○東城小学校改築事業  7,489 万円 

 

◎学校屋内運動場天井等落下防止対策事業  3,371 万円＜新規＞ 

  ○東城小学校屋内運動場天井耐震改修事業（調査設計）  80 万円 

  ○口南小学校屋内運動場天井耐震改修事業（工事） 1,757 万円 

  ○口北小学校屋内運動場天井耐震改修事業（工事） 1,534 万円 

 

◎道路新設改良事業  5,650 万円〈継続〉 

  ○庄原小学校線（日赤病院増築関係）  5,650 万円 

 

◎歯科診療所整備事業  324 万円〈継続〉 

  ○口和歯科診療所医療機器整備  324 万円 

 

◎診療所整備事業  123 万円〈継続〉 

  ○高野診療所医療機器整備  123 万円 

 

◎橋梁長寿命化修繕事業  6,670 万円〈継続〉 

  ○橋梁長寿命化修繕事業 6,670 万円 

 

◎常備消防施設整備事業負担金  1 億 7,146 万円〈継続〉 

  ○備北地区消防組合負担金（施設整備分） 1 億 7,146 万円 

●地域防災の推進 

●「暮らしの安心」のいちばんに関する普通建設事業 

-15-



 

 

 

 

 

 

 

◎体験型教育旅行誘致促進事業   237 万円＜新規＞ 

 中学校、高等学校の修学旅行が、民宿体験を含む体験型にシフトしており、広島県において

も体験型教育の誘致を推進している。本市においても、体験型教育旅行の誘致に向けた基盤を

整備し、農村の教育力を活用しながら、交流人口の増大、宿泊客数の増加による地域振興を図

る。 

 ○体験型教育旅行誘致推進事業  237 万円 

 

◎花と緑のまちづくり    500 万円＜新規＞ 

 国営備北丘陵公園、オープンガーデン、山野草などの観光資源を活用し「花と緑のまちづく

り」をテーマにそれぞれの資源を周遊する仕組みを構築し、四季を通して、何度でも訪れてみ

たいと思われるまちづくりを進める。 

 ○庄原ガーデンフェスティバル実行委員会負担金  500 万円 

  ・ガーデンフェスティバル事業 

  ・花と緑のまちづくり事業 

 

◎広域周遊観光事業   686 万円＜新規＞ 

 尾道松江線の全線開通を見据え、広域から集客力のある観光資源をブラッシュアップし、観

光客数の増加及び満足度の向上を図る。 

  ○国営備北丘陵公園観光案内パネルリニューアル  89 万円 

  ○「君のいる町」聖地巡礼拠点整備  307 万円 

  ○「君のいる町」版権使用料 100 万円 

  ○ひろしま雪山誘客促進協議会負担金 190 万円 

   

◎観光推進のための仕組みづくり  152 万円＜新規＞ 

 観光地としての受入体制の充実を目標として、観光事業者をはじめ、市民全体の人材育成を

図る。 

  ○旅づくり塾の開催業務 152 万円 

 

◎観光プロモーションの強化  1,795 万円＜新規＞ 

 本市の認知度向上のため、広告媒体の作成・リニューアルとともに、営業活動などにより観

光資源のＰＲを行い、観光誘客を進める。 

  ○プロモーション・キャラバン 73 万円 

  ○観光ポスター・パンフレット・ＰＲグッズ作成及びスタンド整備  527 万円 

  ○テレビ・新聞・インターネットの広告ＰＲ  801 万円 

  ○観光ホームページリニューアル 394 万円 

 

「にぎわいと活力」のいちばん 

●観光交流の推進 
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◎新婚世帯定住促進事業  816 万円〈継続〉 

 若年層(40 歳未満)の新婚世帯を対象とした家賃及び通勤費用の助成を行い、若者の定住促

進を図る。 

  ○新婚世帯定住促進事業  816 万円 

 

 

 

◎転入定住者起業支援事業  1,000 万円〈継続〉 

 転入定住者(Ｉ・Ｕターン者)を対象とした起業支援を行い、定住促進を図る。 

  ○転入定住者起業支援事業  1,000 万円 

 

◎転入定住者住宅取得及び改修支援事業   1,280 万円〈継続〉 

 転入定住者(Ｉ・Ｕターン者)を対象とした住宅取得及び改修費用の助成を行い、定住促進を

図る。 

  ○転入定住者住宅取得・改修支援事業  1,280 万円 

 

◎自治振興区定住促進活動支援事業  200 万円＜拡充＞ 

 自治振興区等を対象とした定住促進活動への助成を行い、定住促進を図る。 

  ○自治振興区定住促進活動支援事業  200 万円 

 

 

 

◎「帰ろうや倶楽部」の創設  21 万円＜新規＞ 

 本市への帰郷定住を「市民総ぐるみ」で展開するため、帰郷が期待できる若者をはじめ、市

内事業所や自治振興区などを会員とする「帰ろうや倶楽部」を創設し、帰郷対象者に「ふるさ

と情報」や「就職情報」を定期的に提供するとともに、会員相互での情報交換や帰郷の呼びか

け、帰郷定住の促進を図る。 

  ○「帰ろうや倶楽部」事業  21 万円 

 

◎庄原暮らし出前講座事業  3 万円＜新規＞ 

 若年層の地元理解や定住意識を促進するため、市職員や市内で働く先輩などが地元の高校に

出向き、当該高校を卒業する生徒を対象に庄原での就業や余暇の楽しみ方、多様な活動などに

ついての説明会を開催し、帰郷定住の促進を図る。 

  ○庄原暮らし出前講座の開催  3 万円 

 

 

 

◎若者就職奨励事業  1,500 万円＜新規＞ 

 本市への定住を前提とし、市内に居住する若者(40 歳以下)を対象に、雇用・あとつぎ・起

●若者定住の促進 

●転入定住の促進 

●帰郷定住（Ｕターン）の促進 

●若者の就業支援 
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業の面から就業促進を行い、本市への若者就業の増加を図る。 

  ○若者就業奨励金（雇用促進型）  1,300 万円 

  ○若者就業奨励金（あとつぎ促進型）  100 万円 

  ○若者就業奨励金（起業促進型）  100 万円 

 

 

 

◎自治振興センター整備事業  3,153 万円〈継続〉 

  ○西城自治振興センター（外壁塗装など） 1,247 万円 

  ○八幡自治振興センター（空調工事）  317 万円 

  ○帝釈自治振興センター（空調工事）  317 万円 

  ○高野自治振興センター（照明設備工事） 581 万円 

  ○総領自治振興センター（空調工事など）  691 万円 

 
 

●「にぎわいと活力」のいちばんに関する普通建設事業 
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②長期総合計画施策体系別 

 

 

 

 

 

◎クラスターまちの実現プロジェクト 877 万円〈継続〉 

 地域固有の各種資源を有効活用した、にぎわい創出及び活力あるまちづくりを実現するため

の事業を各地域単位で実施する。 

  ○庄原：「まち」は「公園」リーディング事業 

  ○西城：時代は“癒し”から“向き合う”へ もてなしの西城 

  ○東城：わがまち自慢“彩”発見 足元で眠っている未来の“宝”はありませんか？ 

  ○口和：音の里構想 

  ○高野：中国横断自動車道開通に伴うわがまち活性化推進事業 

  ○比和：～暮らし活き活き十人十色のまちづくり～ 

  ○総領：湖畔の水辺と山野草 “さとやまを楽しむ総領地域” 

  

◎自治振興区の運営支援 ２億 7,032 万円〈継続〉 

 活力ある地域づくりを自主的・総合的に推進する自治振興区に対し、その運営と活動を支援

し、安定的継続的な組織基盤をつくるため、交付金を交付する。 

  ○自治振興交付金・特別交付金 

  ○地域マネージャー活用事業交付金 

 

◎自治振興区の活動促進補助 2,526 万円〈継続〉 

  地域振興計画に基づき地域づくり事業を実施する自治振興区に対し、補助金を交付し、地域

課題の解決と地域活性化を図る。 

 

◎地域おこし協力隊の推進 1,798 万円＜新規＞ 

 地域外の人材を活用し、地域の活性化を促進するとともに、その人材の定住及び定着を図る。 

   ○着地型観光の推進 ○木の駅プロジェクトの推進 ○特産品開発・販売促進 

   ○定住促進事業   ※新規５名配置 

  

 

 

 ◎人権教育、啓発の推進 561 万円〈継続〉 

 人権尊重の意識高揚を図るため、人権教育を推進し、人権尊重の理念に関する正しい理解と

認識を深め、講演会、パネル展などを通じ人権尊重思想の普及・高揚を図る。 

 

協働の力で 笑顔が輝くまち／自治・協働 

●協働のまちづくり 

●人権尊重のまちづくり 
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◎男女共同参画の推進 129 万円〈継続〉 

 男女が互いの人権を尊重しながら、その能力と個性を十分に発揮できる男女共同参画社会の

形成に向け、市民の理解と意識改革を図るため、啓発事業を実施する。 

  ○リプロダクティブ・ヘルス／ライツ啓発セミナー【新規】 ○エンパワメント講座 

  ○男女共同参画週間事業・地域男女共同参画講座ほか 

 

◎ＤＶ対策事業 303 万円〈継続〉 

 ＤＶ被害者への支援を行うため、女性相談員を設置するとともに庁内の相談体制を充実させ

る。また、ＤＶの防止・予防のための啓発を行う。 

  ○ＤＶ防止対策講演会【新規】 

 

 

 

◎固定資産家屋評価・地図評価システムの構築など 5,241 万円〈継続〉 

  ○平成 27 年度の評価替えに係る土地鑑定評価 土地（宅地）標準地鑑定 

  ○土地評価業務  ○地図評価システム運用 ○家屋評価システム運用 

  ○地番現況図作成業務（耕地部） 

 

◎議員政務活動費 720 万円〈継続〉 

 会派及び議員が行う調査研究、研修、広報、広聴など市政の課題及び市民の意思を把握し、

市政に反映させる活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動に要する経費に対して

補助する。 

 

 

 

 

 

 

◎農業基盤の整備 1 億 7,640 万円〈継続〉 

 農地・農業用施設の一層の整備により、農業基盤の確立、農業経営の安定及び合理的な管理

を図る。 

  ○土地改良区補助金、農道・水路・ため池整備、ほ場整備 ほか 

 

◎林業基盤の整備 4,809 万円〈継続〉 

 森林管理、林産物の搬出等を容易にし、地域の林業振興を図る。また、通行者の安全確保を

図る。 

 

◎中山間地域等直接支払制度 6 億 2,840 万円〈継続〉 

 耕作放棄地の発生を防止し、農地の多面的な機能を確保することで、農業生産の維持を図り

●男女共同参画のまちづくり 

●効果的・効率的な行政運営 

●農林水産業の振興 

さとやまの資源の活用で 地域が輝くまち／産業・交流 
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つつ農地・里山の荒廃を防止し、併せて集落共同活動等を育成する。 

 

◎乳用牛振興対策 1,819 万円〈継続〉 

 養鶏、米に続く農業産出額を誇る酪農について、集落営農を牽引していく地域営農の担い

手・中核となり、また、堆肥供給を通しての耕畜連携の柱となるよう、経営維持・拡大を支援

する事業を行う。 

  ○乳用牛導入促進事業  ○配合飼料利用支援事業 ほか 

 

◎養豚振興対策 340 万円〈継続〉 

 飼養頭数の増加対策として純粋種導入支援や、配合飼料高騰に対する経営安定化助成を行い、

養豚農家への支援を充実させる。 

  ○配合飼料利用支援事業補助  ○種豚確保対策事業補助 

 

◎庄原市森づくり事業の推進 1 億 6,182 万円〈継続〉 

 「ひろしまの森づくり県民税」を財源とし、里山林等を水源かん用、土砂災害防止など「公

益的機能を発揮する森林」として再生するとともに、地域の森林・里山林が地域住民の生活に

密着した環境林となるよう整備を行う。 

 

◎有害鳥獣防除対策 4,879 万円〈継続〉 

 耕作放棄地や里山放置林が増加することによりイノシシを中心とした鳥獣の出没範囲が拡

大し、農林水産物等に対する被害が増加している状況を防止するため、有害鳥獣捕獲実施隊、

有害鳥獣捕獲班による捕獲活動を行う。 

 

 

 

◎中小企業振興対策 1 億 3,007 万円〈継続〉 

 中小企業の機能と構造の近代化及び地域産業の維持・育成・活性化のため、設備投資等に対

する助成や融資制度等中小企業者の負担軽減を図り、中小企業活動の活性化を図る。 

  ○中小企業振興補助金（設備投資・雇用拡大） 

  ○中小企業融資預託金 

  ○商工組合中央金庫預託金 

 

◎地域経済の活性化 4,056 万円＜新規＞ 

 庄原商工会議所・備北商工会・東城町商工会が発行する７％のプレミアム商品券に対して補

助することにより、市内の地域内消費を促し商業振興を図る。 

  ○地域振興商品券事業補助金【新規】 

 

◎中心市街地にぎわい再生 3,693 万円〈継続〉 

 「街の顔」としての役割を担う中心市街地を維持、承継、発展させていくためには、にぎわ

い再生が不可欠であり、市民参加によるまちづくり活動を積極的に推進し、地域の歴史・文化

等地域資源を活用した中心市街地の活性化を図る。 

●商工業の活性化 
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  ○まちなか活性化補助金（旧イベント補助金） 

 

◎東城まちなみの活性化 1,582 万円〈継続〉 

 東城地域の市街地活性化のため、街道東城路のシンボルである「三楽荘」を管理するととも

に、社会資本整備総合交付金を活用して、情報案内板や五品嶽城跡遊歩道の整備を行い、街道

東城路への観光客が快適に歩ける仕組みづくりを行う。 

  ○五品嶽城跡整備設計【新規】  ○観光情報板整備工事【新規】 

 

 

 

◎未来創造事業 362 万円〈継続〉 

 高野地域をモデル地域として、『農業と観光を基軸とした地域の活性化』をめざす。尾道松

江線の道の駅という、交流人口増加のチャンスをもたらす新たな資源を起爆剤とし、高野地域

の資源活用によるブランド構築事業、地域ブランドの顧客獲得に向けた道の駅魅力向上事業を

実施する。 

  ○高野の逸品 100 プロジェクト事業  ○着地型観光推進事業 

  ○雪室施設活用事業  ○農産物等直売事業 

 

◎観光交流施設の運営 1 億 1,795 万円〈継続〉 

 各地域の観光資源を活用した観光交流施設を管理・運営する。 

 

 

 

◎庄原市県立広島大学研究開発助成事業 1,223 万円〈継続〉 

 県立広島大学が有する技術や材料を活用した、農林業をはじめとする産業振興・環境ビジネ

ス・福祉ビジネスなどに関連する研究開発に対して助成し、研究開発成果を本市域へ還元する

ことで地域経済の活性化を図る。 

 

◎産学官連携推進 200 万円〈継続〉 

 県立広島大学庄原地域連携センター、しょうばら産学官連携推進機構等との連携により、地

域産業振興、地域課題解決などに取り組む。 

 

 

 

 

 

 

 

◎新庄原市斎場の整備 2,610 万円〈継続〉 

 築後 38 年が経過し老朽化が著しい庄原市斎場を、現在策定中の斎場再編計画に基づき、新

庄原市斎場として整備する。 

●観光産業の推進 

●新たな地域産業の創出 

●環境衛生施策の推進 

自然との共生で 暮らしが輝くまち／環境・基盤・定住 
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 平成 26 年度は用地測量、基本設計、造成設計を実施する。 

 

◎一般廃棄物の適正処理の推進 7 億 2,338 万円〈継続〉 

 一般廃棄物処理施設(ごみ処理施設・し尿処理施設)の管理運営 ほか 

   ○備北クリーンセンター一部民間委託【新規】 

   ○備北衛生センター民間委託【新規】 

 

 

 

◎超高速情報通信網整備 3 億 2,000 万円＜新規＞ 

 市内全域へ光ケーブルを整備し運営を行う事業者へ市が補助を行い、超高速情報通信網を整

備することにより、経済活動の促進、地域住民の利便性の向上を図る。 

 

◎道路橋梁の整備・維持 15 億 5,673 万円＜拡充＞ 

 道路新設改良事業、道整備交付金事業、道路維持修繕、橋梁の長寿命化修繕など、市民生活

に欠かすことのできないインフラを整備する。 

 ○道路新設改良事業【拡充】  ○橋梁維持事業【拡充】 

 

◎土地区画整理事業 2 億 3,098 万円〈継続〉 

 公共交通機関へのアクセス向上など交通結節点としての機能を強化する「駅前広場の整備」、

住環境の向上や商業機能を誘導する「幹線道路の整備」など、ＪＲ備後庄原駅周辺地区のまち

づくりを中長期的に推進する。 

 平成 26 年度は、物件調査（10 棟）、建物移転補償（６棟）、区画道路整備工事、宅地造成

工事（２・３区画）を実施する。 

 

◎生活交通路線の確保 2 億 5,129 万円〈継続〉 

 地域住民にとって日常生活を営む上で必要不可欠なライフラインである生活交通を確保す

る。 

  ○車両の更新（比和地域） 

 

 

 

◎消防施設の整備 8,707 万円〈継続〉 

 非常備消防の施設について、消防ポンプ積載車、小型動力ポンプ等の計画的な更新・配備及

び適正な管理に努める。 

  ○小型動力ポンプ付積載車６台  ○消火栓５基設置 

  ○耐震性貯水槽５基設置 

 

◎防犯関係 1,302 万円〈継続〉 

 生活安全相談員設置、防犯組合連合会負担金、LED 防犯灯設置補助金 ほか 

 

●都市環境の整備 

●生活の安全確保 
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◎小規模崩壊地の復旧 3,002 万円〈継続〉 

 崩壊による市民への身体的・財産的被害を未然に防ぐとともに、崩壊地の早急な復旧を行う。 

 

 

 

 

 

 

◎保育の充実 11 億 9,834 万円＜継続・拡充＞ 

 子どもの個性を尊重する中で、能力の向上や生きる意欲の醸成、社会性・自主性を養成する

ため、安定した生活の展開や遊びの実践、地域交流など保育の充実に努める。 

  ○第３子以降保育料無償化【新規】 ○高保育所耐震改修、西城保育所移転改築【新規】 

 

◎子育て支援の拡充 1 億 602 万円＜継続・拡充＞ 

 子育て家庭の経済的負担軽減のため出産祝い金を交付する。また、事業所内に託児所を設置

する事業者に補助金を交付し、民間事業所の人材確保を図るとともに、子育て支援を推進する。 

 また、消費税の税率引上げに際し、子育て世帯への影響の緩和と消費の下支えを図る観点か

ら「子育て世帯臨時特例給付金事業」を計上し、機動的な対応に努める。 

   ○子育て世帯臨時特例給付金事業【新規】 など 

 

◎子育て支援センターの充実 3,065 万円〈継続〉 

 市内 9 ヶ所で子育て家庭が出会える事業を実施し、気軽に集い、交流することで子育ての

不安や負担感を軽減し、子育て家庭の孤立を防ぐ。 

 庄原市要保護児童対策地域協議会や家庭児童相談員と連携し、児童虐待の予防と早期発見早

期支援見守りを行う。 

 

◎発達支援の充実 1,435 万円〈継続〉 

 健康診査や、成育のなかで何らかの発達支援や観察が必要な子どもに対し、専門機関と連携

し、遊びや集団での関わりを通して発達を促すともに、保護者に対してきめ細かな相談支援事

業を実施し、育児不安や負担感の軽減を図るとともに児童虐待の予防を図る。 

  ○東城子育て支援センター帝釈教室トイレ設備工事【新規】 など 

 

◎放課後児童健全育成 8,176 万円＜継続・拡充＞ 

 仕事と子育ての両立支援策及び放課後の児童の居場所作りとして、放課後児童クラブ（市内

13 箇所）及び放課後こども教室（市内８箇所）を開設する。 

  ○小奴可放課後児童クラブ施設整備【新規】 など 

 

 

 

◎高齢者の活動推進 3,643 万円＜継続＞ 

 シルバー人材センター運営支援事業、老人クラブ連合会活性化事業補助金など高齢者が積極

●児童福祉の充実 

心と体の健康づくりで 命が輝くまち／保健・福祉・医療 

●高齢者の自立支援 
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的に社会参加できる環境づくりを推進する。 

 

◎高齢者等の生活支援 2,938 万円＜継続・拡充＞ 

 ひとり暮らし高齢者等巡回相談事業、緊急通報装置給付事業等を中心に各地域で策定した

「安心づくりプラン」に基づき、高齢者が安心して暮らせるためのよりきめ細かい支援の充実

を図る。 

  ○巡回相談員を増員（150 人→158 人）【拡充】 ○高齢者福祉計画の策定【新規】 

  ○民間事業所高齢者見守り事業【新規】 

 

◎地域介護・福祉の整備 7,080 万円〈継続〉 

 地域密着型介護サービス施設を整備する法人に対して事業費の一部を助成する。また、上記

施設の開設に伴い、円滑で安定した質の高いサービスを提供するための体制整備に要する経費

の一部を助成する。 

  ○地域介護拠点整備費補助金  ○施設等開設準備等支援補助金 

 

◎家族介護の支援 1,590 万円〈継続〉 

 在宅の高齢者を介護している家族等を対象に、介護に伴う身体的、精神的及び経済的負担の

軽減を図り、要介護高齢者の在宅生活の継続、福祉の向上を図る。 

 

 

 

◎障害者の自立支援 7 億 8,993 万円〈継続〉 

 障害者総合支援法に規定する福祉サービスの提供、自立支援医療費の給付、福祉事業所の送

迎助成金など、障害者が自立した日常生活が送れるよう支援する。 

 

◎障害者の地域生活支援 6,996 万円＜継続・拡充＞ 

 相談支援、コミュニケーション支援、日常生活用具の給付、地域活動支援など、障害者の日

常生活を支援する。 

  ○要約筆記者養成講座【新規】  ○訪問入浴サービス【新規】 

 

◎障害者福祉の推進 4,028 万円〈継続〉 

 特別障害者手当、重度心身障害者在宅介護手当 ほか 

 

 

 

 

◎社会福祉協議会支援 8,131 万円〈継続〉 

 地域福祉の中心的役割を担う社会福祉協議会の活動を支援し、地域福祉の拡充・増進に努め

る。 

 

●障害者の自立支援 

●地域福祉の推進 
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◎生活困窮者等の支援 1 億 4,788 万円＜新規＞ 

 生活困窮者のニーズや社会資源の実態把握、利用手続き等に関する支援体制の整備を行う。

また、消費税の税率引上げの低所得者への影響に鑑み、暫定的・臨時的な措置として「臨時福

祉給付金事業」を計上し機動的な対応に努める。 

  ○生活困窮者支援事業【新規】  ○臨時福祉給付金事業【新規】 

 

 

 

◎健診を通じた健康増進の取り組み 4,829 万円＜継続・拡充＞ 

 各種健診事業への助成や、健康教育・相談等の啓発事業等を通じ、市民の健康づくりを推進

する。 

  ○高血圧・糖尿病対策  ○食育推進事業  ○生活習慣病健康診査の実施 

  ○乳がん・子宮頸がん・大腸がん検診の推進 ほか 

  ○ショッピングセンターでのがん検診の実施【新規】 

 

◎母子保健事業の充実 3,473 万円〈継続〉 

 きめ細かな定期健診や心理相談などを通じ、安心して出産、子育てのできる環境を構築する。

また発達障害児の早期発見に努め、事後相談によるケアを充実させる。 

  ○幼児こころの発達相談事業（発達障害相談） ○乳幼児健診事後フォロー(事後相談） 

  ○不妊治療費補助  ○妊婦歯科健康診査 

 

◎感染症対策の充実 9,089 万円＜継続・拡充＞ 

 インフルエンザ、日本脳炎等の従来からある感染病に加えて、平成 26 年度より水ぼうそう、

おたふくかぜの予防のためのワクチン接種費用の助成を実施する。 

 ○日本脳炎、子宮頸がん、小児用肺炎球菌、ヒブ、不活化ポリオ、四種混合 など 

 ○水ぼうそう、おたふくかぜ【新規】 

 

 

 

◎救急医療体制の充実 1 億 3,477 万円＜継続・拡充＞ 

 救急医療体制の維持、充実を図る。 

  ○休日診療事業及び在宅当番医実施事業（東城地区６医療機関で実施） 

  ○病院群輪番制運営費補助金（庄原赤十字病院 ・西城市民病院） 

  ○小児救急医療支援事業  ○庄原赤十字病院の救急医療体制整備補助【新規】 

 

◎地域医療体制の確保 2,521 万円＜継続・拡充＞ 

 本市の中核病院である庄原赤十字病院の診療機能の維持に取り組み、市民の健康と安心を支

える地域医療の確保・充実を図る。 

  ○婦人科外来維持  ○産科医療再開機器整備補助【新規】 

●社会保障の充実 

●健康づくりの推進 

●医療の充実 
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◎重度心身障害者医療費助成 2 億 337 万円〈継続〉 

 重度心身障害者の医療費について自己負担額の一部を公費で助成し、負担の軽減を図る。 

 

◎乳幼児等医療費助成 7,911 万円＜拡充＞ 

 ０歳児から中学校 3 年生までを対象に、乳幼児等の医療費について自己負担の一部を公費

で助成する。 

  ○中学校１年生から中学校３年生までを新たに対象に拡充 

 

◎庄原赤十字病院の増改築 4,975 万円〈継続〉 

 南棟・西棟増改築の償還助成を行う。 

 

 

 

 

 

 

◎学校教育活動の充実 1 億 6,304 万円＜継続・拡充＞ 

 学校運営の評価、ことばの教育の推進、研修会の開催、学力調査の実施、クラブ遠征補助、

複式教育の推進ほか 

  ○学校司書の配置【新規】  ○庄原市青少年訪問団の綿陽市訪問 

 

◎特別支援教育の充実 4,709 万円＜継続・拡充＞ 

 学校現場と連携し児童生徒の障害の状況や必要性に応じ、特別支援教育支援員の配置を行う。

また、発達障害の専門家による巡回相談事業を継続実施し助言等を行うなど、個々のニーズに

即した相談支援体制の充実を図る。 

  ○特別支援教育支援員を増員（小中学校 25 人→26 人）【拡充】 

 

◎小学校施設の整備 10 億 6,345 万円〈継続〉 

  ○庄原小学校（校舎・屋内運動場）改築 

  ○美古登小学校耐震改修 

  ○美古登小学校トイレ改修工事 

  ○東城小学校校舎棟改築 

  ○屋内運動場天井落下防止対策（東城小学校、口南小学校、口北小学校） 

 

◎学校給食施設の管理運営・整備 3 億 669 万円〈継続〉 

 安全な給食を提供するため「学校給食共同調理場」の管理運営・整備を進める。 

  ○共同調理場（庄原、高、山内、西城、東城、口和、高野、比和、総領） 

  ○自校調理（峰田小、板橋小、東城中） 

  ○東城地域学校給食調理業務民間委託【新規】 

 

●新しい時代の学校教育の創造 

ふるさとを愛する心で 人が輝くまち／教育・文化 
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◎生涯学習の推進 3,423 万円〈継続〉 

 子育てや世代間交流など地域の課題を市民自ら解決する能力を高める地域力醸成事業や、生

涯学習を通したいきがいづくりなどを支援する。 

  ○自治振興区への生涯学習推進事業委託 ほか 

 

◎図書館の管理運営 517 万円〈継続〉 

 田園文化センター（庄原）と各地域の図書館分館の管理運営を行う。 

 子どもの読書活動推進計画に基づき、事業を推進する。 

 

 

 

◎芸術文化の振興 8,231 万円〈継続〉 

 地域文化を振興する事業や、文化活動団体への支援及び市民会館の管理運営を行う。 

  ○庄原子どもミュージカル実施補助金  ○東城文化ホール音響機器整備 など 

 

◎博物館・資料館の管理運営 3,269 万円〈継続〉 

 平成 23 年度にまとめた、「博物館資料館の今後のあり方基本計画」に基づき、事業を展開

する。 

 学校との連携した事業を展開するための教材購入、収蔵展示室の整備などにより、学校での

出前授業や企画展示などを実施する。 

 

 

 

◎スポーツ振興・各種スポーツ大会の開催 4,701 万円＜継続・拡充＞ 

 健康で活力のある生活を営めるよう、「市民ひとり１スポーツ」の実現を目指して各種スポ

ーツ活動への参加機会の拡充を図り、また小・中学生の競技力の向上と底辺の拡大に努める。 

  ○幼児スイミング教室【拡充】  ○レベルアップスポーツ教室 など 

 

 

 

◎国際交流の推進 378 万円〈継続〉 

 中高生の海外研修、広島大学留学生ホームステイ、外国籍市民の相談業務 ほか 

 

 

 

 

 
 

●生涯学習の充実 

●地域文化の振興と継承 

●スポーツの振興 

●交流事業の推進 
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◎農業自立振興プロジェクト 1 億 214 万円＜継続・拡充＞ 

 「農業による定住社会の復活」に向けて、農家所得の向上と地域農業の底上げを図るととも

に農業後継者を育成・確保する事業に取り組む。 

  ○庄原市独自の営農指導力強化事業  ○食農教育モデル事業  ○地産地消推進事業 

  ○こだわり米産地育成モデル事業  ○農業自立支援プログラム実践事業 

  ○農業生産法人育成事業  ○がんばる農業支援事業  ○新規就農者支援事業 

  ○畜産振興事業  ○和牛振興対策事業【拡充】 ○土づくりによる地域ブランド化事業  

 

◎木質バイオマス活用プロジェクト 654 万円〈継続〉 

 新産業創出や林業振興、さらには地域資源循環型社会の構築と里山再生を目指す。 

  ○木質バイオマス利用促進事業  ○木質バイオマスエネルギー事業化推進会議負担金 

 

◎まっとるよ！庄原定住プロジェクト 4,120 万円〈継続〉 

 人口流出を防止する支援策や、田舎暮らしの魅力を PR し長期的な効果を狙う交流事業を実

施し、定住を促進する。 

  ○交流・体験・情報発信事業  ○転入定住者起業支援補助金 

  ○転入定住者住宅取得及び改修補助金  ○高速バス活用による定住対策補助金 

  ○新婚世帯家賃支援補助金  ○新婚世帯定住促進補助金 

  ○自治振興区定住促進活動補助金  ○定住相談会 

 

◎感動！観光振興プロジェクト 5,984 万円〈継続〉 

 地域資源を活用した観光をプロデュースして、地域活性化、着地型観光の推進と定着を図る

とともに、市民が主役の「儲ける観光」の仕組みづくりを行い、観光消費額の拡大を図る。 

  ○庄原市観光振興総合事業委託  ○広域観光連携事業負担金 

  ○「君のいる町」×「庄原市」コラボ事業  ○観光協会補助金 

 

●「みどりの環」経営戦略ビジョン 

重点戦略プロジェクト 
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５．特別会計予算の概要 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ６２７万円 ６７７万円 ▲５０万円 ▲７.４％ 

② 予算概要 

 住宅資金貸付けに係る地方債の元利償還金と貸付金の徴収経費を計上している。公債費につい

ては前年度比８.７％の減額で、予算額全体で７.４％の減額となっている。 

 歳入では、貸付金元利収入について、前年度で３件の償還完了(現年分２件、滞繰分１件)があ

り、現年度分を２４８万円、滞納繰越分を２３０万円、合せて前年度比２０.６％減の４７８万

円を計上している。 

 住宅新築資金等償還推進助成事業補助金については、補助対象貸付件数の減により前年度比１

万円の減額を計上している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ２,５０３万円 ２,６５２万円 ▲１４９万円 ▲５.６％ 

② 予算概要 

 総領歯科診療所の運営に係る経費を計上している。 

 歳入では、外来収入を前年度当初予算に比べ１１７万円を減額し、２,４０２万円を計上して

いる。また、一般会計からの繰入金については、４８万円減額している。 

 歳出では、診療報酬委託料、光熱水費、備品購入費等を計上している。 

 

 

 
 
① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 １,３６３万円 １,５１０万円 ▲１４７万円 ▲９.７％ 

② 予算概要 

 平成２５年４月に開設した庄原市休日診療センターの運営に係る経費を計上している。２年目

（１） 住宅資金特別会計 

（２）歯科診療所特別会計 

（３）休日診療センター特別会計 
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の年間診療日数は７１日、診療日１日あたりの患者数を約１６人と見込んでいる。 

 歳出では、診療業務、看護及び受付業務等に係る委託料１,０５０万円をはじめ、医療用消耗

器具及び医薬品衛生材料経費、光熱水費等の施設管理経費ほか３０３万円を計上している。 

 歳入では、診療収入を８９１万円見込んでいる。一般会計繰入金については、４７２万円を計

上している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ４１億８,８２０万円 ４３億６,４０１万円 ▲１億７,５８１万円 ▲４.０％ 

② 予算概要 

 歳出では、高齢者割合の増加及び疾病構造の変化、医療の高度化の進展などにより、一人当た

り医療費は増加しているものの、被保険者数は年々減少している状況にあり、保険給付費全体で

は１億５,０６９万円の減額を見込んでいる。 

 歳入では、保険給付費に対する定率負担である療養給付費国庫負担金、財政調整交付金が前期

高齢者交付金の減額調整の影響により、５,５７９万円の増額となる見込みだが、退職医療対象

者の減少に伴い退職療養給付費等の財源である療養給付費等交付金が１億８,６６２万円の減額、

また、前期高齢者医療交付金の前々年度精算分が影響して１億３,７８７万円の減額となること

に加え、国民健康保険税についても、被保険者数の減少により２,１３７万円の減額を見込んで

いる。 

 歳入不足を補う財政調整基金からの繰入金は、１億２,６８９万円増額の２億３５万円を計上

している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 １億０,７１４万円 １億０,５１４万円 ２００万円 １.９％ 

② 予算概要 

 国民健康保険総領診療所の運営に係る経費を計上している。 

 歳入では、外来収入を前年度当初予算に比べ４1万円を増額し、９,５５５万円を計上している。

事業勘定繰入金については、前年度当初予算に比べ１２３万円を増額し、３９５万円を見込んで

いる。 

 歳出の総務費では、職員４名分の人件費、派遣医師負担金、診療所一般管理費等を計上し、医

業費では、医薬材料費、医療用消耗品等を計上している。 

（４）国民健康保険特別会計 

（５）国民健康保険特別会計（直診勘定） 
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① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ６億５,４３６万円 ６億６,０６５万円 ▲６２９万円 ▲１.０％ 

② 予算概要 

 「後期高齢者医療制度」は、平成２０年４月にすべての７５歳以上の方を対象として創設され

６年が経過した。制度開始直後に見直された保険料納付方法の選択制の実施や、低所得者の保険

料の軽減対策等については現在も継続されており、制度内容についても定着している。 

 なお、平成２６年度は、法に基づき、広域連合が２年ごとに実施する保険料率の見直しを考慮

した予算規模となっている。 

 歳出では、広域連合への派遣職員を含む２名分の職員人件費８７３万円を計上し、その他、一

般事務経費を８２万円、保険料徴収にかかる事務経費１５６万円等を計上している。後期高齢者

広域連合への納付金６億４,２５３万円は、徴収した保険料、保険基盤安定繰出金、広域連合へ

の事務費負担金がその内容となっている。 

 歳入では、保険料として特別徴収保険料３億３,９５４万円、普通徴収保険料８,６００万円を

見込んでいる。一般会計からの繰入金は、職員給与費等繰入金を３１７万円、事務費等繰入金２,

３４８万円、保険基盤安定繰入金を１億９,５８８万円、合計２億２,２５３万円を見込んでいる。 

 諸収入では、広域連合からの派遣職員の人件費負担金５５６万円を計上している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ６４億０,２９０万円 ６０億０,２６５万円 ４億０,０２５万円 ６.７％ 

② 予算概要 

今年度の予算規模は６４億２９０万円、前年度比６.７％、４億２５万円の増となっている。

増加の要因としては、要介護認定者数の伸びや施設整備等よるサービス利用の増大で、主なも

のでは、居宅介護サービス給付費１億７,４５３万円の増、施設介護サービス給付費１,８７３

万円の増、地域密着型介護サービス給付費１億６,１７２万円の増を見込んでいる。 

また地域包括ケア推進事業費として２５０万円を計上している。 

歳入では、介護保険料について、１,４００万円の増を見込んでいる。 

また、国・県支出金等にあっては給付費の増加に伴い、国庫支出金、支払基金交付金にあっ

てはそれぞれ１億１,３７９万円、県支出金にあっては５,２２１万円の増を見込んでいる。 

また、地域包括ケア推進補助金として１８８万円を見込んでいる。 

一般会計からの繰入金についても、主に給付費の増加に伴い、４,６２２万円増の９億１,１

６１万円を見込み、準備基金繰入金として５,７７２万円を見込んでいる。 

（７）介護保険特別会計 

（６）後期高齢者医療特別会計 
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① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ４,７８０万円 ５,３１０万円 ▲５３０万円 ▲１０.０％ 

② 予算概要 

 地域包括支援センターにおける「介護予防給付」のケアプラン作成（指定介護予防支援）事業

にかかる予算を計上している。 

 職員人件費については、昨年度に比べ５１３万円の減となり、歳出合計で５３０万円の減とな

っている。 

 歳入では、介護予防サービス計画費収入を４,２９９万円見込み、一般会計繰入金を４８１万

円計上している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ９億０,２６３万円 ９億６,２４３万円 ▲５,９８０万円 ▲６.２％ 

② 予算概要 

庄原処理区では、前年度で補助事業（特定環境保全公共下水道事業）が終了したため、単独事

業として、美湯ハイツ団地において下水管整備工事を計画している。 

東城処理区では、川西・川東地区において管渠築造工事（Ｌ＝３９０ｍ）の実施を、総領処理

区においては、長寿命化計画実施設計業務を計画している。 

ライフサイクルコストの低減を図りながら安定的な生活環境と水質保全の維持を図るため、今

後も、供用開始の早い処理区から順次、長寿命化計画を策定していく予定である。 

 歳入では、使用料を３億２,２２５万円見込み、一般会計繰入金は、４億５,０７４万円を計上

している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ３億８,２７５万円 ３億５,４２０万円 ２,８５５万円 ８.１％ 

② 予算概要 

農業集落排水事業は、平成７年度を最初として平成２４年度で事業を完了している。最初に供

（８）介護保険サービス事業特別会計 

（９）公共下水道事業特別会計 

（10）農業集落排水事業特別会計 
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用開始した施設は１８年を経過しており、ライフサイクルコストの低減を図りながら安定的な生

活環境と水質保全の維持を図るため、本年度から、ストックマネジメント事業（長寿命化事業）

に取り組む。 

歳入では、使用料を、庄原地域、西城地域、高野地域分の８,６２１万円を見込んでいる。一

般会計繰入金は、２億８,０１８万円を計上している。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ２億６,０６８万円 ２億４,５５６万円 １,５１２万円 ６.２％ 

② 予算概要 

公共下水道認可区域外及び農業集落排水事業採択区域外における、公共用水域の水質保全と住

みよい生活環境の整備に向けて、庄原市が事業主体となり、市内全域で１１５基の市町村設置型

浄化槽の整備を予定している。 

 歳入では、分担金を３,４５０万円、使用料を４,８５４万円見込んでいる。一般会計繰入金は、

６,４３６万円を計上している。 

 

 

 

  

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ４億１,３７９万円 ３億８,９３９万円 ２,４４０万円 ６.３％ 

② 予算概要 

歳出では、施設管理事業について、市内８の簡易水道施設の維持管理経費等を計上し、安全か

つ安定的な水道水の供給を行うために計画的な修繕や施設管理業務を行う。 

 施設整備事業については、高野簡易水道下門田地区のクリプトスポリジウム対策としての新市

地区からの送水管整備及び道の駅建設に伴う水量増加に対応するため下門田浄水場の整備事業

費９,１８６万円と、西城常納原簡易水道漏水対策に伴う配水管の布設替に係る事業費８０５万

円、道路改良に伴う配水管の支障移転に係る事業費３８６万円を計上している。 

 歳入では、使用料を１億３,１６７万円、一般会計繰入金を１億７,６２４万円見込んでいるほ

か、高野地区施設整備事業に係る国庫補助金２,５９７万円及び市債７,４４０万円を計上してい

る。 

 

 

（11）浄化槽整備事業特別会計 

（12）簡易水道事業特別会計 
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① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ３,９９５万円 ３,９９５万円 ０万円 ０.０％ 

② 予算概要 

 本年度の分譲については、３,０００㎡の売却を見込んでおり、不動産売払収入を３,９９０万

円としている。 

 歳出では、分譲地の整備委託料及び測量業務委託料を計上している。 

 また、不動産売払収入から歳出を差し引いた差額３,８６７万円については、一般会計へ繰り

出すこととしている。 

 

 

 

 

① 予算規模 

区 分 平成２６年度 平成２５年度 増減額 増減率 

予算額 ３１７万円 ３１７万円 ０万円 ０.０％ 

② 予算概要 

住宅用地として７区画分を整備し、現在２区画が分譲済みである。平成２６年度では、残区画

の内、１区画の分譲を見込んでおり、財産売払収入のうち３０７万円を一般会計へ繰り出すこと

としている。 

 
 

（13）工業団地造成事業特別会計 

（14）宅地造成事業特別会計 
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６．主な財政指標 

 

Ⅰ．経常収支比率                                     （単位：％） 

区  分 H２４〈決算〉 H２５（決算見込） H２６（当初見込） 

経常収支比率 ９４.９ ９６.０ ９７.０ 

 

 

Ⅱ．実質公債費比率（３年平均）                             （単位：％） 

区  分 H２４〈決算〉 H２５（決算見込） H２６（当初見込） 

実質公債費比率 １９.７ １９.２ １８.９ 

公債費負担適正化計画数値 １９.７ １９.２ １８.９ 

 

 

Ⅲ．市債残高の見込  

区  分 H２４〈決算〉 H２５（決算見込） H２６（当初見込） 

普通会計 ４４１億７,０３５万円 ４３０億１,０８３万円 ４１６億５,０２７万円 

特別会計 １２６億４,７５１万円 １２２億６,４０５万円 １１９億０,９５２万円 

企業会計 ４１億２,８０１万円 ４０億５,００３万円 ３９億０,１１５万円 

合  計 ６０９億４,５８７万円 ５９３億２,４９１万円 ５７４億６,０９４万円 

対前年度 ▲８億０,１９８万円 ▲１６億２,０９６万円 ▲１８億６,３９７万円 

 

 

Ⅳ．基金残高の見込  

区  分 H２４〈決算〉 H２５（決算見込） H２６（当初見込） 

財政調整基金 ２０億６,１２８万円 ２６億０,４２７万円 ２７億５,４７７万円 

減債基金 ２３１万円 ２３１万円 ２３１万円 

特定目的基金 ３８億５,５４１万円 ３９億９,６３６万円 ３９億１,０１３万円 

土地開発基金 ７,６７３万円 ７,６７４万円 ７,６７６万円 

合  計 ５９億９,５７３万円 ６６億７,９６８万円 ６７億４,３９７万円 
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